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１-①．認知症施策のこれまでの主な取組

出典：第121回社会保障審議会介護保険部会（令和７年６月２日（月））
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１-②．認知症施策のこれまでの主な取組

 介護従事者に対する認知症対応力向上研修
 認知症ケアに携わる介護従事者の研修
  （①認知症介護指導者養成研修、②認知症介護実践リーダー研修、③認知症介護実践者研修、

 ④認知症介護基礎研修）

 認知症対応プログラムの開発
 認知症チームケア推進研修

 介護保険総合データベースやＣＨＡＳＥによりデータを収集・分析し、科学的に自立支援や認知
症予防等の効果が裏付けられたサービスを国民に提示

 科学的介護（LIFE）の推進
（認知症高齢者の日常生活自立度、DBD13、Vitality Index、生活・認知機能尺度）

 医療と介護の連携
 入所者の入院時における医療機関等との情報共有（情報連携シート）

 認知症関連加算（特養）
 認知症ケア専門加算、認知症チームケア推進加算、認知症行動・心理症状緊急対応加算、若年
性認知症入所者受入加算、精神科を担当する医師に係る加算
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１-③．認知症施策推進大綱 主なKPI/目標
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介護サービス基盤整備・介護人材確保・介護従事者の認知症対応力向上の促進
介護従事者に対する認知症対応力向上研修受講者数

KPI/目標 R5.6月末時点の実施状況 R5.7月以降の取組内容
①認知症介護指導者養成研修

 2.8千人 
②認知症介護実践リーダー研修

  5万人 
③認知症介護実践者研修

  32万人 
④認知症介護基礎研修

 介護に関わる全ての者が受講

①2,686人(R4)  2,469人(H30)

②52,026人(R4) 43,762人(H30) 

③330,007人(R4) 283,299人(H30) 

④109,046人(R4)  －

共生社会の実現を推進するため
の認知症基本法の内容を踏まえ
た研修カリキュラムの改正や、
オンライン化の推進など、受講
しやすい環境づくりと研修のあ
り方について検討を行う予定。



KPI/目標 R5.6月末時点の実施状況 R5.7月以降の取組内容
認知症対応プログラムの開発 令和３年度介護報酬改定に関す

る審議報告も踏まえ令和５年度
においても老人保健健康増進等
事業「BPSDの予防・軽減を目的
とした認知症ケアモデルの普及
促進に関する調査研究」」、
「認知症の評価尺度のあり方に
関する調査研究」等で引き続き
検討を実施。

• 令和３年度介護報酬改定に関
する審議報告も踏まえ、老人
保健健康増進等事業「BPSDの
予防・軽減を目的とした認知
症ケアモデルの普及促進に関
する調査研究」での検討を踏
まえ令和６年度介護報酬改定
において平時からの認知症の
行動・心理症状の早期対応等
に資する取組を推進する観点
から認知症のチームケアを評
価する新たな加算を創設予定。

• 「認知症の評価尺度のあり方
に関する調査研究」の検 討
を踏まえ認知症の評価尺度の
LIFEでの活用を検討。
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１-③．認知症施策推進大綱 主なKPI/目標

Japanese Council of Senior Citizens Welfare Service

介護サービス基盤整備・介護人材確保・介護従事者の認知症対応力向上の促進
医療・介護の手法の普及・開発



２．特養における認知症ケアの状況（認知症関連加算）
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認知症専門ケア加算の取得状況
（特養）

認知症チームケア推進加算の取得状況
（特養）

出典：全国老施協 「令和６年６月「加算算定状況調査」 、「令和７年４月「加算算定状況調査」

認知症ケアを評価する２つの加算は、どちらも取得状況が低い。
① 認知症専門ケア加算・・・認知症高齢者への専門的なケアを評価する加算
② 認知症チームケア推進加算・・・認知症の行動・心理症状（BPSD）の発現を未然に防ぐ、あるいは

出現時に早期に対応するための平時からの取組を推進するための加算
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（特養）
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科学的介護推進体制加算の取得状況
（特養）
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３．特養における認知症ケアの状況（科学的介護情報システム・LIFE）

出典：LIFEフィードバックデータ
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LIFEでは、特養利用者のDBD13（認知症行動障害尺度）の維持・改善傾向を示している。
• 科学的体制推進加算の取得率は、「67.5％」から「74.6％」へと7.1ポイント上昇。
• DBD13の維持・改善割合（全国平均値）は、両時点において維持・改善割合が8割を超えている。

出典：全国老施協 「令和５年４月「加算算定状況調査」及び
 「令和６年６月「加算算定状況調査」
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４．介護現場の認知症対応力向上の推進
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• 算定要件になっている認知症ケアに関する専門研修（認知症介護指導者養成研修、認知症介護
実践リーダー研修、認知症介護実践者研修）について、更なる受講機会の確保を進めていただきた
い。

• 認知症専門ケア加算（Ⅱ）について、「認知症介護指導者養成研修」を受けた者の配置が要件と
なっているが、認知症介護指導者養成研修の目的は「認知症介護に関する専門的な知識及び技術
並びに高齢者介護実務者に対する研修プログラム作成方法及び教育技術の習得」とされており、認
知症専門ケア加算とは趣旨が異なる。

    介護現場の認知症対応力の更なる向上に資するよう、加算（Ⅰ）の要件を認知症介護実践者研
修とし、加算（Ⅱ）の要件を認知症介護実践リーダー研修とするよう要件を見直していただきたい。

認知症ケアに携わる介護従事者の研修

認知症チームケア推進研修
• 認知症チーム推進加算の取得にあたっても、認知症チームケア推進研修の受講のみならず、「認知症
介護指導者養成研修」および「認知症介護実践リーダー研修」の修了も求められていることから、前述
と同様に、更なる受講機会の確保とともに、認知症介護指導者要請研修を要件とすることとの見直し
が必要。

科学的介護(LIFE)の推進
• 引き続きの導入支援とLIFEのフィードバック活用の支援が必要。
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